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研究成果の概要（和文）：人口減少が進む多くの地域では「諦め感」に代表されるような思考停止が広がり、新
しい取り組みの検討することも困難となってきている。そこで、本研究では先導的な集落ではない一般集落にお
いて、1.地域が主体的に住民自治を再構築するための検討の枠組み、および2.縮小均衡状態にある集落が主体的
に動き出すための手法を開発することを目的として研究を進めた。
結果、縮小均衡状態を打開するための手法として「先よみワークショップ」を開発し、複数地域での実証を行っ
た。
結果として、縮小均衡を打開し、住民活動に至るプロセスを提示し、さらにその実践を県レベルでの施策として
兵庫県が実施するに至っている。

研究成果の概要（英文）：In many communities with declining populations, a “sense of resignation” 
has spread, and it has become difficult to consider new initiatives. Therefore, this study was 
conducted with the following objectives: 1) to develop a framework for local communities to 
proactively rebuild self-governance, and 2) to develop a method for communities in a state of 
shrinking equilibrium to proactively take action.
As a result, we developed the “Sakiyomi Workshop” as a method to break out of a state of shrinking
 equilibrium, and conducted demonstrations in several areas.
As a result, the process to break out of the shrinking equilibrium and to initiate residents' 
activities was presented, and the implementation of the process is now being carried out by Hyogo 
Prefecture as a prefectural-level policy.

研究分野：地域計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
我が国の地域づくりでは、キーパーソンによる主体的な初動がなくては地域が動き出すきっかけすらなかったの
が現状である。そこで、本研究では地域が置かれている「縮小均衡状態」を打開するということに強い意識をお
き、その方法としての集落点検や一連のワークショップを開発したことは、人口急減を迎え、さらに団塊世代が
後期高齢者となることで、急速に衰退が進むと思われる過疎地域において重要な手法を開発したと言える。
一方で、新型コロナウィルス感染症の感染拡大により、広く普及させることができなかった。また実施にあたっ
ては行政などの協力が必要であるが、行政による重要性の認識が十分に広がっていない点にも課題が残ってい
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

(1)高齢化の進行と担い手の状況変化 

 人口減少局面に突入し、市町村合併も進む中で行政による団体自治の衰退は止まっていない。

一方で、農山漁村を始めとした過疎地域における住民自治については高齢化が進みつつも、地域

の有志によって支えられてきた。故に「消滅集落は本当に生じているのか」といった問題提起も

なされてきている文１）。しかし、集落での高齢化は着実に進んでおり、現在でも集落の主要なア

クターである団塊世代が 2022 年に 75 歳を超え始めるなかで、団塊世代に依存する住民自治の

仕組みも限界が見えつつある文２）。 

文献1）限界集落の真実, 山下祐介,ちくま新書,2012 年 1 月 

文献 2）住民による主体的まちづくりを初動させる「先よみワークショップ」の開発, 田口太郎,日本建築学会技

術報告集(審査付き),2019 年 2月 

(2)ネットワーク型自治による集落維持 

 住民自治の担い手は文字通り「住民」であったが、道路インフラの整備が進んだ現代では地域

に居住しない転出子などが集落維持に深く関わっているケースが出現しており、こうした外部

支援者も含めた住民自治の姿を研究代表者は「ネットワーク型自治」と呼び、その具体化につい

て検討してきた※１文３）。このような非居住の担い手として「関係人口」に注目が集まっているが、

担い手であるかどうか、の判断は集落それぞれによって異なってくる。故に、集落における住民

自治の中に非居住の担い手を位置づける際には集落の主体的な意思が求められる。 

※１ 科研費・基盤研究（C）, 地域を核としたネットワーク型自治の構築, 2016.4.1-2020.3.31, 代表：田口太

郎 

文献 3）「ネットワーク型自治」の可能性, 田口太郎, 2017 年度日本建築学会大会（中国）農村計画部門研究協議

会資料「住み継がれるカタチ 限界の先へ住み継ぐ」, 審査なし, pp.45-46, 2017 年 9月 

（3）主体性の低い地域での検討の必要 

 こうした新しい取り組みは往々にして危機感の

高い地域/集落や、強いリーダーシップのもとで進

められることが大半である。しかし、危機感を持ち

つつも「諦め感」が広がっている集落や強いリーダ

ーが存在せず、地域の課題認識や住民自治の再検

討に向けたドライビングフォースを持たない地域

やリーダーや担い手が散在していることで連携が

履かれていない地域も多々存在する。こうした地

域では地域の主体性に依存した地域づくりに限界

があり、何らかの外的なきっかけづくりが必要と

なる文 4）。過疎化の進む集落においては集落の状況

シミュレーションを通じて課題認識を経て住民自

治について検討する連続ワークショップを開発し

た文２）。過疎高齢化による住民自治の衰退に起因す

る集落維持の課題は、今後こうしたドライビング

フォースを持たないような集落でより深刻化することが予想される。 

 
ネットワーク型自治への枠組みの再編 

（文献 3の図を修正） 



文献4）まちづくり活動主体の自立プロセスと自治体シンクタンクの役割に関する研究：田口太郎、後藤春彦,日本

建築学会計画系論文集（審査付き）,No.587, 2005 年１月 

 
２．研究の目的 

本研究では、過疎高齢化が進みつつも将来的な集落対策の検討が出来ていない地域、あるいは

エリアをモデルとして、研究を進める。具体的には以下の３項目を目的とする。 

(1) 縮小均衡状態にある地域における「先よみワークショップ」などの将来課題提示プロ

グラムの妥当性を明らかにする 

(2) 縮小均衡状態が打開され、将来に向けた検討を始めた集落にとって、どのような点が

有効であったのかを明らかにする 

(3) ネットワーク型自治の成果と課題、およびその他の住民自治の形態をモデル化する 
 
３．研究の方法 

(1)「先よみワークショップ」の実施及び検証 

地域づくりの気運が十分に上がっていない地域において各行政との連携の下で開発し

た「先よみワークショップ」を始めとした地域状況を理解し、課題解決の検討を図るワー

クショップなどを実施し、手法の課題整理を行う。 

(2)縮小均衡状態の打開要因の分析 

縮小均衡状態が打開された地域においてどのような働きかけが有効に機能したのか、そ

の成果と課題を整理し、縮小均衡状態を打開するための要件整理を行う。 

また、前年に取り組んだワークショップ実施地域において自治モデルの提示などを行い

ながら、地域状況と自治モデルの関連性の評価を行う。 

(3)縮小均衡状態打開から自治システム導入に至るプロセスの検証と提示 

これまでの研究を踏まえ、縮小均衡状態からその打開、検討、自治システムの構築に至

るプロセスと具体的な検討の枠組みをガイドラインとして作成・検証し、広く社会に還

元する。 

 
４．研究成果 

 

(1)「先よみワークショップ」の有効性 

縮小均衡状態にある地域に対して、ワークショップなど住民自身が手を動かすことによって集

落の将来状況を整理することは、住民自身が地域の状況変化について強く自覚するうえでも有

効であることが確認できた。一方で、当初は居住者のみの状況変化を視覚化していたが、定期的

に訪れたり、地域への貢献度の高い親族など外部主体も同様に位置づけることが有効であるこ

とがわかった。 

 

(2)地域における役職の整理の必要性 

【研究課題の核心をなす学術的「問い」】 

過疎高齢化の進展は全国の多くの地域が直面する課題であるが、実際に対策に乗り出せる

地域は何らかのドライビングフォースを持つ地域である。こうした先導力の低い地域でも

具体的に検討するに至るような枠組みを示す必要がある。地域づくりの気運の低い地域で

も住民が自地域の課題認識をした上で、これからの集落維持の方策についてネットワーク

型自治も含めた戦略づくりができるような枠組みの提示が必要である。 



集落の状況のみならず、地域には多くの役職や出ごとがあり、これらは必ずしも住民間で共有さ

れていないこともあることから、町内会役員などへのヒアリングなどを通じて、地域の役などを

整理して、その統廃合についても検討することの必要性も確認できた。また、役の整理にあたっ

ては「集落の教科書」など、既往の手法が一定程度有効であることも確認できた。 

 

(3)地域の包括支援プログラム 

縮小均衡状態にある地域に対しては地域側からの発意が起こりにくいため、行政側からの働き

かけが必要であり、その際には地域の役職者などにわかりやすく地域の方向性について説明す

ることで同意を得る必要がある。また、その際には自治体の人口動態ではなく国勢調査の小地域

データなどを用いて、より生活圏レベルでの人口構造変化や日常の変化の可能性に言及しなが

ら説明をすることで地域の理解を得ていくことが有効であることがわかった。 
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